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                                                                                 令和５年度版 

                                                                             運 営 事 務 局  

令和５年度中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業  

募集要項 
 

1 事業の目的 

近年、IT や AI の技術の進展により、サイバー空間に対する攻撃がフィジカル空間へ及ぼす影響が大きくなっています。ま

た、サイバー攻撃の手法も進化し、巧妙になっており、その脅威は自社にとどまらず、サプライチェーンを共有する企業に広く

及ぶことになります。 さらに、新型コロナウイルスへの対応の一環として、中小企業においてもテレワークの導入が急速に進

み、 中小企業へのサイバー攻撃の脅威は増大しています。 こうした中、中小企業がサイバー攻撃の脅威から身を守りつ

つ、テレワーク導入等の業務のデジタル化を推進するためには、中小企業が自社のセキュリティの実態に目を向け、必要な

対策を講じることが重要です。 

そこで本事業では、中小企業の皆様を対象に、セキュリティの現状把握を行い、セキュリティ機器の設置や専門家による

サイバーセキュリティに関する指導を実施し、社内のサイバーセキュリティ対策を支援します。 

また、支援終了後には、効果的な施策と取組事例の発信を行い、都内中小企業全体のサイバーセキュリティの意識と

対策の向上を目指します。 

2. 当事業の募集対象 

参加申込にあたっては、以下の全ての要件を満たす必要があります。  

（１） 東京都内に主たる事業所を有する中小企業者（会社及び個人事業主） 

次の表のいずれかに該当する中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者 

業種 資本金及び従業員 

①製造業、建設業、運輸業、 

その他の業種（②～④を除く） 

３億円以下又は 300 人以下 

②卸売業 1 億円以下又は 100 人以下 

③サービス業 5,000 万円以下又は 100 人以下 

④小売業 5,000 万円以下又は 50 人以下 

 

（２） 過去に本事業に参加して支援を受けていない中小企業者（会社及び個人事業主） 

ただし、現状のセキュリティ環境に応じては、この限りではない。 

（３） 本事業と同等のサイバーセキュリティ対策の内容を支援する東京都の補助事業を活用していない中小企業者

（会社及び個人事業主） 

（４） 次のア～キの全てに該当すること 

ア 都税、消費税及び地方消費税の額に滞納がないこと 

イ 法令等もしくは公序良俗に反し、またはその恐れがないこと 

ウ 東京都に対する賃料・使用料等の債務が存する場合、その支払いが滞っていないこと 

エ 民事再生法、会社更生法、破産法に基づく申立手続中（再生計画等認可後は除く）、又は私的整理手続

中など 、事業の継続性について不確実な状況が存在していないこと 

オ 「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者又は「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律」第２条に規定する風俗関連業、ギャンブル業、賭博等、支援の対象として社会通念上適切でないと判断

される業態を営むものではないこと 

カ その他、連鎖販売取引、ネガティブ・オプション（送り付け商法）、催眠商法、霊感商法など公的資金の助成先
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として適切でないと判断する業態を営むものではないこと 

キ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体等でないこと 

3. 申込受付期間 

【支援①UTM 機器設置コース】  

令和 5 年 8 月 25 日（金） から 令和６年 2 月９日（金） まで  

 

【支援②セキュリティリスクアセスメントコース】  

令和 5 年 8 月 25 日（金） から 令和 6 年 2 月 29 日（木） まで 

 

4. 募集企業（定員数） 

 

支援内容 定員 

支援①UTM 機器設置コース １５０社 

支援②セキュリティリスクアセスメントコース １００社 

 

※事業申込企業のセキュリティ環境に応じて支援①または支援②を実施します。 

※定員に達し次第、募集を締め切らせていただきます。 

 

５. 参加費用 

無料 

 

６. 申込 

（１）申込方法 

事業ホームページ上の申込フォームより必要事項を入力のうえ、お申し込みください。 

事業申込 URL：https://forms.office.com/e/QHKewbjB1W 

 

（２）申込みにおける注意事項 

  ア  お申込み後、折り返し運営事務局から 3 営業日以内に連絡（メールもしくは電話）をいたします。参加に当たっ

ての規定や遵守事項をご説明差し上げます。その内容についてご了解をいただいた後に、申込み完了となります。申

込フォームの送信だけでは、申込みは完了しておりませんのでご注意ください。 

 

 イ  セキュリティに関する意識調査（アンケート）を支援期間中及び支援後に実施いたしますので、ご回答への協力をお

願いします。 

    また、次年度（令和 6 年度）に本支援に関する調査を実施する場合がございますので、その際にはご協力いただき

ますようお願いします。 

 

 ウ  本事業終了後、参加企業の中から５社程度を対象として、中小企業のサイバーセキュリティ対策の参考となる取組

等について、ヒアリング調査を行う場合がございますので、ご協力いただきますようお願いします。 

 

https://forms.office.com/e/QHKewbjB1W
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＜お申込みの流れ＞ 

[STEP0]  

 

 

▶ 

[STEP1]  
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[STEP2]  

 

 

▶ 

[STEP3]  
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[STEP0]  

申込みに際して説明会への参加は必須ではございませんが、本事業について詳細な説明をいたしますので、ぜひご参加いた

だき、事業内容についてよくご確認された上でお申し込みいただくことをお勧めします。 

 

[STEP1]  

Web より参加申込フォームに必要事項を入力してお申込みください。 

支援①UTM 機器設置コースは、令和６年 2 月９日(金)までのご応募が対象です（定員 150 社）。 

支援②セキュリティリスクアセスメントコースは、令和６年 2 月 29 日(木)までのご応募が対象です（定員 100 社）。 

※先着順で定員に達し次第応募を締め切ります。 

 

[STEP2]  

申込フォーム受信後、3 営業日以内に運営事務局から連絡（メールもしくは電話）を差し上げます。お申込み企業のセキ

ュリティ状況を確認させていただきます。また、参加に当たっての規定や遵守事項をご説明差し上げますので、その内容につ

いてご了解をいただいた後に、申込完了となります。 

 

[STEP3]  

事業申込企業のセキュリティ環境に応じて支援①または支援②を決定します。参加対象となられた方へは、運営事務局か

らメールまたは電話にて、参加意思の確認をさせていただきます。 

 

[STEP4]  

運営事務局より、事業参加に当たっての「参加同意書」をお送りします。 

 

[STEP5] 

 「参加同意書」の運営事務局への提出をもって、参加確定といたします。 
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７. 支援の流れ 

 

[STEP1]  

 

 

 

 

▶ 

[STEP2]  

 

▶ 

 

 

 

 

▶ 

[STEP3]※  

 

▶ 

 

 

 

 

▶ 

[STEP4] 

申込み 

【Web】 

 

セキュリティ状況

の確認 

 

支援①UTM 機器設置コース 

・UTM 機器設置 

・情報セキュリティマネジメント指導 

事後サポート or 

支援②セキュリティリスクアセスメントコース 

・セキュリティリスクアセスメント 

※申込企業のセキュリティ環境に応じて 

支援①または支援②を実施します。 

[STEP1] 

Web より参加申込フォームに必要事項を入力してお申込みください。 

 

[STEP2] 

お申し込みを確認後、３営業日以内に運営事務局から連絡（メールもしくは電話）を差し上げます。 

その際に、申込企業のセキュリティ状況を確認させていただきます。 

確認事項・ネットワークの接続構成 ・HUB の空きポートの有無 ・既存の UTM の設置有無  

      ・情報セキュリティの基本方針や社内規定についての整備状況 等 

※UTM は設置工事が必要になります 

 

[STEP3] 

申込企業のセキュリティ環境に応じて次の支援①または支援②を実施します。 

支援①UTM 機器設置コース 

◆UTM 機器設置 

・１台で複数のセキュリティ機能を有する UTM を無料で最大３ヵ月間体験できます。 

・UTM のログからサイバー攻撃状況を確認でき、その機能を実感できます。 

◆情報セキュリティマネジメント指導 

・専門家によるサイバーセキュリティに関する基本方針や規程等の策定等に向けた指導・支援を行います（最大 ４回）。 

・SECURITY ACTION 二つ星宣言の達成を目指せるようサポートします。 

 

支援②セキュリティリスクアセスメントコース 

◆セキュリティリスクアセスメント 

・保有する情報資産と脅威を分析し、専門家による的確なコンサルティングを実施し、対策内容を提示します。 

 

[STEP4] 

本事業実施後のアンケートによる振り返りや、事業時の Q＆A などを通じて、セキュリティ環境の見直しや、セキュリティ

対策のサポートを実施します。 
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８．支援内容の詳細 

 

≪支援①UTM 機器設置コース≫ 

１．セキュリティ環境の事前診断とセキュリティ対策機器の体験機械の提供  

 

 [支援詳細１] セキュリティ機器の設置によるサイバー攻撃状況の把握・分析 

 ・事業所内にセキュリティ対策機器（UTM※1）を設置し、ウイルスや不正アクセスをブロックします。 

・不正アクセス等を常時監視し、サイバー攻撃の検知やブロック状況について、月次でレポートを配信します。これにより、

自社のサイバー攻撃状況を把握できます。 

 

※1 UTM とは 

UTM（統合脅威管理）とは、複数の異なるセキュリティ機能を一つのハードウェアに統合した機器のことです。企業の皆

様の社内ネットワークの出入口に設置することで、集中的にネットワーク管理ができる機能を持ち、出入口対策として、不

正な通信を検知・ブロックすることが可能です。 

 

セキュリティ対策機器（UTM）の設置に関して 

・ 本事業に基づき、受託事業者が提供するUTM サービスの体験機会（最大 3 ヵ月間・無償）を提供いたします。 

・ その他、UTM の利用条件については、受託事業者が定める利用規約に準じます。詳しい内容は運営事務局から個

別にご説明いたします。 

・ UTM の設置に当たって、参加企業の皆様の環境を把握するため現場調査を実施いたします。現場調査の結果によ

っては、UTM の設置ができないことがございますので、ご了承ください。 

・ 設置台数については基本的に 1 企業 1 台とさせていただきます。 

・ UTM 設置にあたり必要となる周辺機器（電源タップや HUB、LAN ケーブル等）については、本事業の支援対象外

となります。周辺機器のご用意に伴う費用のご負担をいただきますよう、お願いいたします。 

・ UTM など機器の設置時にかかる電気代のご負担についてもお願いいたします。 

・ UTM の体験期間中に、設置中の UTM が取得したウイルスや不正プログラム等の検知状況のレポートを定期的に送

付いたします。その他、ご参考となる追加情報を掲載したレポートを別途送付する場合がございます。 

・ 本事業終了後、セキュリティ対策の継続を希望する場合には、運営事務局にご相談ください。参加企業の皆様におい

て、受託事業者と契約し、UTM を継続することができます。希望されない場合は、設置した UTM 機器の撤去工事

をいたします。 

・ UTM が取得した情報については、10留意事項の「個人情報の取り扱い」に記載のとおり、活用させていただきます。 

 

[支援詳細２] インシデントサポートセンター・オンサイトサポートの提供（UTM の体験期間中） 

・サポートセンターにてサイバー攻撃に係る各種お困りごとへの相談に対応します。 

また、UTM の検知内容を確認し、インシデント判断を行い、遠隔駆除を実施します（無料体験期間中、24 時間

365 日対応）。 

・インシデントの発生等により、緊急対応の必要性などから現地での対応が必要な場合は、現地に駆け付け支援を実施

します（駆けつけ対応時間 平日 9：00～17：00）。 
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２．セキュリティに関する基本方針や規定等の策定を通じて 「SECURITY ACTION 二つ星の宣言」を目指す  

 

SECURITY ACTION 二つ星宣言について 

経済産業省の政策実施機関である IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が定める SECURITY ACTION 二

つ星宣言は、中小企業自らが情報セキュリティ対策に取組むことを宣言する制度です。 

社内で事前にセキュリティ基本方針や規程を準備し、それに沿った行動方針について予め定めておくことで、実際に攻撃

を受けた際に適切な対応を取ることができます。 

二つ星宣言をしておくことで、情報セキュリティへの自社の取組みを取引先等にアピールすることもでき、信頼の獲得にもつ

ながります。 

 

[支援詳細１] 情報セキュリティマネジメント指導・支援の実施 

・サイバーセキュリティに関する基本方針や規程等の策定等に向けた指導・支援を行います。 

・専門家が参加企業の皆様のもとへお伺いし、1 社につき最大 4 回の指導を実施いたします。ご希望によりオンライン形

式でも可能です。 

・専門家のアドバイスのもと、セキュリティ基本方針等を策定しながら対策・運用の実施計画を作成することで、情報セキ

ュリティ対策に取組むことを自己宣言する制度である SECURITY ACTION 二つ星の宣言を目指していただくためのサ

ポートを行います。 

・取得した情報については 10. 留意事項の「個人情報の取り扱い」に記載のとおり、活用させていただきます。 

 

          〈支援イメージ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪支援②セキュリティリスクアセスメントコース≫ 

１．専門家によるセキュリティリスクの分析・コンサルティングを通じて、社内セキュリティ対策の構築をサポート 

 

 [支援詳細１]  セキュリティリスクアセスメントの実施 

・保有する情報資産とセキュリティ脅威への対策状況に関する調査を基に、そのリスクを明確化し、対策の優先順位を策

定します。 

 ・専門家による的確なコンサルティングを実施し、自社でも取り組める具体的な対策内容を提示します。 
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〈支援イメージ〉 

 

 

９．事業説明会のご案内 

本事業の特徴や支援内容の概要について詳しくご案内する他、セキュリティの専門家による最新のサイバー脅威情報などの

セミナーを併せた説明会を開催します。お申込みをご検討中の方は、ぜひ説明会にご参加ください。 

 

〈説明会日程〉 

第１回 日時 令和５年９月 6 日（水） 14 時 00 分～15 時 30 分（90 分） 

場所 東京都新宿区西新宿 1-22-2 新宿サンエービル / ビジョンセンター西新宿 

プログラム 
【第 1 部】中小企業のための効果的なセキュリティ対策とリスク管理セミナー 

【第 2 部】東京都中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業説明 

第２回 日時 令和５年９月１９日（火） 14 時 00 分～15 時 30 分（90 分） 

場所 東京都中央区八重洲 1-8-16 新槇町ビル / TKP 東京駅カンファレンスセンター 

プログラム 
【第 1 部】ホワイトハッカーが語る、巧妙化するサイバー攻撃の脅威と企業が行うべきセキュリティ対策 

【第 2 部】東京都中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業説明 

第３回 日時 令和５年１０月３日（火） 14 時 00 分～15 時 30 分（90 分） 

場所 東京都立川市曙町 2-12-1  曙ビル / TKP スター貸会議室 立川 

プログラム 
【第１部】サイバー攻撃から中小企業を守るためのセキュリティ対策と復旧戦略 

【第 2 部】東京都中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業説明 
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【申込方法】下記説明会申込 URL よりお申し込みください。 

＜説明会申込 URL＞https://forms.office.com/e/rWysXMzpHv 

＜申込受付期間＞各セミナー開催日前日まで 

【実施方法】会場とオンライン（zoom）によるハイブリッド型 

【定   員】各回 会場 30 名、オンライン（zoom）100 名 

【参 加 費】無料 

 

10. 留意事項 

(1) 運営、実施について 

・中小企業サイバーセキュリティ対策継続支援事業の参加企業の受付、申込内容の確認は、運営事務局が行い、東京

都が承認するものとします。 

・応募者が、応募に際し虚偽の情報を記載し、その他東京都及び運営受託者に対して虚偽の申告を行った場合は参加

対象外といたしますので予めご了承ください。 

・応募企業について、事業参加に不適切であると東京都及び運営事務局が判断した場合には、参加を辞退していただく

場合がございますのでご留意ください。 

 

(2) 個人情報の取り扱い 

・本事業で知り得た個人情報については、本事業のプライバシーポリシー(個人情報保護方針)( https://security-koj

o.metro.tokyo.lg.jp/privacypolicy/)及びサイトポリシー(https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/sitepoli

cy/)に定めるところにより取り扱い、本事業の範囲内の利用に限定いたします。 

また、利用目的の達成に必要な範囲で、お預かりした個人情報を外部委託することがあります。委託する場合は、運営

事務局と個人情報保護体制が同等又はそれ以上の水準に達していると運営事務局が判断した法人又は個人に、利用

目的の範囲内においてのみ委託いたします。 

・本事業の支援において取得したデータやアンケート結果等本事業期間中に知り得た情報については、本事業の一環で、

成果報告書へ活用いたします。また、事業の成果については東京都産業労働局において、匿名で公表する場合がございま

す。 

・ご記入頂いたご連絡先宛てに、東京都から中小企業関連施策についてのご案内や、本事業に関する周知等ご連絡をさ

せていただく場合があります。 

 

(3)トラブル対応について 

・本事業に関するトラブルなどのご相談については、運営事務局までご連絡ください。 

なお、UTM など、本事業の受託事業者の固有のサービスに関する事項については、受託事業者が定める規約に準じま

す。詳しい内容は運営事務局までお問い合わせ下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

https://forms.office.com/e/rWysXMzpHv
https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/privacypolicy/
https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/privacypolicy/
https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/sitepolicy/
https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/sitepolicy/
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11. 問い合わせ先 

本事業に関するお問い合わせは、以下運営事務局までお願いいたします。 

中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業運営事務局 

TEL：050-4560-3824 

受付時間：平日 9:00～17:00（祝日を除く） 

メール： ADE.JP.security-kj@ jp.adecco.com 

URL： https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/ 

 

※本事業は東京都より委託を受け、アデコ株式会社が運営しています。    

 

  

https://security-kojo.metro.tokyo.lg.jp/
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参加同意書 

 

 

私／当社は東京都が主催し、アデコ株式会社（以下、「運営事務局」という。）が受託し運営する「令

和５年度中小企業サイバーセキュリティ向上支援事業」（以下、「本事業」という。）に参加するに当たり、

本事業の参加者及び参加者の所属する企業として、以下の事項について同意します。 

 

 

第１ 事業参加について 

 （ア）参加者及び参加者の所属企業が、暴力団等の反社会的勢力でないこと、反社会的勢力との関係を有

しないこと及び反社会的勢力から出資等の資金提供を受けていないこと。 

 （イ）参加者及び参加者の所属企業が、訴訟や法令遵守上の問題を抱えていないこと。 

 （ウ）公的な資金に基づく本事業への参加について、社会通念上、不適切であると判断されるものではな

いこと。 

 （エ）運営事務局等スタッフの案内に従わない、他の参加者の迷惑になる行為を行う等、運営事務局が本

事業への参加を不適切と判断した際には、支援期間途中であっても事業参加の辞退を求める場合が

あること。 

 （オ）参加者は、特別な事情がある場合を除き、原則として、支援期間中に積極的に本事業へ参加し、達

成目標の実現を目指すこと。具体的には、専門家派遣の受け入れを行うこと、意識調査（アンケート）

へ協力すること。 

   ただし、この点についてやむを得ない事情が生じた場合には、事前に運営事務局へ相談すること。 

 （カ）参加者は、本事業の内容について、ＳＮＳ等メディアに投稿するなど、第三者に公開しないこと。 

（ク）参加者は、本事業の内容について、録音、撮影及び録画を行わないこと。 

 

 第２ 広報施策、支援内容の公開について 

  本事業では、参加企業約５社を対象として、本事業で得られた成果事例を支援期間終了後に事業ホ

ームページ等で公開する。その趣旨及び目的としては、取組の過程や得られた成果、参加者及び所属

企業のコメントなどを取りまとめ、中小企業のセキュリティ対策の意識向上にも役立てることにあ

る。 

   参加者及びその所属企業は、本事業への参加に当たり、成果事例を作成すること及びその作成に必

要な参加企業への取材やアンケート等への受け入れに関し、その趣旨目的を理解の上、これに同意す

ることを要する。 

   ただし、事例作成については、得られた成果のレベルや、セキュリティ体制等の企業の機密情報に

係る事項を含むことから、その記載内容については、運営事務局から参加者及び参加者の所属企業に

対し、事前の確認や綿密な相談を実施することを前提とし、企業の許可を得てから公表するものとす

る。 

 

 第３ 免責事項について 
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 （ア）事業説明会場内でのけが等の傷害又は事故等について、東京都及び運営事務局は、あらゆる損害賠

償責任から免責されるものとする。 

   ただし、東京都及び運営事務局に故意または重過失が認められる場合には、この限りでない。 

 （イ）事業説明会場内での盗難・紛失について、東京都及び運営事務局は、あらゆる損害賠償責任から免

責されるものとする。  

   ただし、東京都及び運営事務局に故意または重過失が認められる場合には、この限りでない。 

 （ウ）荒天等の予期せぬ災害・地震その他天変地異や社会情勢等により、事業説明会及び支援が中止とな

った場合について、東京都及び運営事務局は、あらゆる損害賠償責任から免責されるものとする。 

   ただし、東京都及び運営事務局に故意または重過失が認められる場合には、この限りでない。 

 

 第４ 感染症の拡大抑制対策について 

 （ア）事業説明会において、マスク着用等の感染症対策は自主的な判断によるものの、事業運営にあたっ

ては感染症の感染拡大防止に協力すること。 

 （イ）事業説明会において、発熱等の症状がある、または体調が悪い場合には参加を控えること。その際、

運営事務局に必ず連絡すること。 

 （ウ）感染症の感染拡大の状況によっては、事業の延期若しくは中止又は開催方法の変更の可能性がある。

その際は、運営事務局の指示に従うこと。 

 

第５ 支援期間中に、本同意書のいずれかの内容に関する変更が発生しうる事象が生じた場合は、下記の

取り扱いに従うこと。 

（ア）東京都及び運営事務局に関する事象が発生した場合 

 東京都及び運営事務局側からの案内に従うこと。 

（イ）参加者及び参加者の所属企業に関する事象が発生した場合 

 東京都及び運営事務局に状況を申告し、対応を協議すること。 
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令和 ５ 年  月  日 

＜企業同意部分＞ 

 

企業名：                            

 

 

企業所在地：                       

 

  

代表者氏名：                         社 印 

 

 

＜参加者同意部分＞ 

 

参加者氏名：                         本人印 

 

 

 

＜個人情報の取扱いについて＞ 

・ご記入いただきました事項は万が一、事故等が起きた場合の対応等に使用させて頂く場合がございま

す。 

・その他において第三者に対し、これらの情報を提供する事はありません。 

 


